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研究成果の概要（和文）：個票データを有効に利用するための分析手法を四種開発した。また初

等教育の労働市場におけるインパクトを、初等教育の無償化が大規模に導入された明治期日本

の制度変化を自然実験と捉え、厳密に計測した。 

 
研究成果の概要（英文）：Four econometric methods useful to analyze individual level data 

are developed. An impact on labor market outcome of introducing public elementary 

schooling is evaluated using Japanese Meiji era introduction of free elementary schooling 

as a natural experiment. 
 

交付決定額 

                               （金額単位：円） 

 直接経費 間接経費 合 計 

2006 年度 5,500,000 1,650,000 7,150,000 

2007 年度 4,400,000 1,320,000 5,720,000 

2008 年度 2,400,000 720,000 3,120,000 

2009 年度 1,900,000 570,000 2,470,000 

総 計 14,200,000 4,260,000 18,460,000 

 

研究分野：社会科学 

科研費の分科・細目：経済学・経済統計学 
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１．研究開始当初の背景 

本研究ではミクロ実証分析を進めるにあた
り、種々問題となる事柄の解決が重要なテー
マの一つである。先ず本研究課題が取り扱っ
た四種の問題に関する研究開始当初の背景
を説明し、最後にどうして初等教育に関する
実証分析を進めているのか、その背景につい
て説明する。 

（１）実証分析を行う際、利用したい変数が
一つのデータセットに揃っていない場合は
多い。そのような場合、二つのデータセット
を組み合わせて用いる手法は線形回帰分析
の場合に限られていた。また、線形回帰分析
の場合においても分析手法は線形の操作変
数法についてのみ研究されており、より一般
的な非線形モデルに通常利用される最尤法
が適用できるモデルに用いられる手法は開

発されていなかった。また、線形の場合にお
いても操作変数法を用いる手法は必ずしも
効率的な手法でないことが予想できた。 

（２）実証分析結果ができるだけ利用するモ
デル自身の制約に依存しないものにする努
力がミクロ計量経済学では続けられている。
典型的にはノンパラメトリック法を用いる
のだが、非実験データを用いる経済学の実証
分析ではコントロール変数として用いる変
数の数が多く、所謂 Curse of dimensionality

の問題に直面することが多いことから、様々
なセミパラメトリックモデルのパラメター
に関する推定量が開発されてきている。それ
らの推定量は一定のモデルの中で定義され、
また漸近的な性質が導かれているが、そうい
った推定量を実際に用いる際に前提とした
いモデルは必ずしもそれらの推定量が元々
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定義されたモデルとは必ずしも一致しない。
そのような場合には推定量の性質を再度モ
デルを変えて導出する必要があった。また、
モデルを変えた場合、必ずしも以前と同じ分
析手法が用いられるとは限らない。例えばモ
デルを条件付き平均制約から条件付き分位
制約に変えた場合、同様の推定量は定義でき
るが、推定量を定義する際に用いる目的関数
は微分可能ではなくなる。 

（３）一般的に誤差項が加法的に入った回帰
モデルが経済モデルと整合的であることは
希であるが、従属変数が全て観察可能である
場合には Average Derivative 法などを用い
て対応可能であった。しかし、例えば需要分
析を行う際、家計レベルのデータでみると、
アルコール、たばこなど、消費量がゼロとな
っている家計が無視できない割合存在する。
このような財の需要分析を進めるため、所謂
Censored Regression model が用いられるこ
とが多いが、加法的な誤差項を前提とする需
要関数の形状は効用関数の最大化から得ら
れたものとは整合的とは言い難いが、代替的
分析手法がないため、用いられていた。 

（４）プログラム評価は計量経済学の重要分
野で、１９９０年代より非常に進展し、様々
な分析手法が開発されてきている。しかし、
基本的にはプログラムが有限個の場合の分
析手法は進展しているが、より一般的な場合
についての進展は従来の回帰分析の域を出
ない。例えば、マクロ政策効果を分析する際
に広く用いられている VAR は回帰分析であ
るが、ミクロ計量経済学において指摘されて
い る よ う に 、 そ の よ う な 分 析 手 法 は
Heterogeneous Treatment Effect を許容し
ないし、観察されているコントロール変数の
分布の違いも考慮されていないという限界
がある。 

（５）欧米ではミクロ計量経済学が非常に幅
広い分野の実証分析に応用され、ひいては経
済社会政策立案、政策評価双方に重要な役割
を果たしている。私は五年前日本に帰国し、
当然日本でも同様だろうと考えていた。しか
し現実には実情はかなり異なっていた。集め
られているパネルデータの実質的回収率は
１５％と低いものや、特殊な分析を前提とし
たものであり、また政府統計に関しては個票
へのアクセスから制限されている。政府統計
に関してはこの数年間に事態は改善方向に
あるとはいえ、例えば大学院生が指導教員と
は独立に政府統計の個票を借り出すことは
一部のデータを除いて今でもできない。また
借り出したデータを用いて論文を書き、例え
ば一年後、査読者の求めに応じて論文を書き
直すため再度データの申請を前と同じ理由
で借り出すことはできない。このような事態
は是非とも改善されるべきで、その努力は続
けるが、その一方で、そのような制限の多い

政府統計ではなくとも情報の豊かなデータ
を自分で開発することは可能ではないかと
考えた。本研究課題とは別に行っている高齢
者パネルデータの収集、中越地震の経験に関
する聞き取り調査はそのような発想から行
っている活動であり、本研究課題で取り上げ
ている初等教育の効果を測定する為に有用
なデータの収集もその一環である。 

 初等教育の効果を正確に測定することは
発展途上国が人的資源開発、教育投資を行う
際の実証的裏付けとなり、今日的意義をもつ。
従来、初等教育の効果の数量的分析は進学率、
所得への影響への分析に限られているが、よ
り広く社会的にどのような役割を果たした
のかは明らかにされていない。また近年ミク
ロ計量経済学分野、内生的経済成長論 など
マクロ経済学の純粋理論に近い分野や、教育
政策に関する研究など多岐にわたる経済学
の研究分野において経済発展における教育、
とりわけ基礎教育の重要性が再認識されて
きた。しかしながら、多くの教育政策の効果
については、データの制約などもあり厳密な
検証に多くの課題が残されている。 

２．研究の目的 

（１）一つのデータセットでは必要な変数が
揃わない場合に、二つのデータセットを組み
合わせて用い、制限された従属変数モデルな
どの非線形モデルを推定する手法を開発す
ること。 

（２）セミパラメトリックモデルのパラメト
リックなパラメターの推定量を定義する目
的関数が定義されたら、その推定量の漸近分
布が求められるような結果をできるだけ一
般 的 な 条 件 の 下 導 出 す る こ と 。 即 ち
Generalized Method of Moment の場合とほ
ぼ同等の結果を未知の関数を含むセミパラ
メトリック推定量に拡張すること。 

（３）Censored Tobit Model を誤差項が非加
法的モデルに拡張し、そのモデルでの説明変
数の従属変数への平均的効果を推定するこ
と。 

（４）従来のプログラム評価の枠組みでは、
プログラムに参加したかしていないか、ある
いは有限個のレベルのどれに参加したかに
よる平均的効果が捉えられているが、それを
連続変数によりプログラムがより正確に捉
えられる場合に拡張する。また従来の分析で
は時系列的相関は考慮されていないが、応用
の必要上、時系列分析を併せて行う。 

（５）初等教育の労働市場におけるインパク
トを、初等教育の無償化が大規模に導入され
た明治期日本の制度変化を自然実験と捉え、
厳密に計測する。初等教育の効果は明治期の
日本の人事興信録データを整備することに
より測定する。この研究により、初等教育が
進学率、所得へ与えた影響のみならず社会的
にどのような影響があったかを数量的に把



 

 

握する。このことを通して、①発展途上国に
おける人的資源開発の重要性に対して実証
的裏付けを与え②工夫さえすれば手に入る
統計のみを用いて重要な実証分析を行うこ
とは可能であることを示す。 

３．研究の方法 

（１）最尤法を用いる場合 f(y|x,z,b)という
尤度関数を指定する。ここで y は従属変数、
x と z はコントロール変数、bはパラメター
とする。通常はデータとして(y,x,z)がある
ことが前提となるが、ここでは、一つのデー
タセットに(y,x)、もう一つのデータセット
に(x,z)がある場合を考える。この場合、尤
度関数を xを所与とした zの分布で積分する
ことにより xを所与とした yの尤度関数が得
られる。xを所与とした zの密度関数はノン
パラメトリックに二つ目のデータを用いて
推定する。こうして得られた xを所与とした
y の疑似尤度関数を一つ目のデータを用いて
推定する。こうして得られた推定量の漸近適
性質を導出する。また具体的なモデルについ
てこのようにして得られた x を所与とした y
の尤度関数からモデルパラメターbが識別さ
れる為の十分条件を吟味する。 
（２）セミパラメトリック推定量のうち、目
的関数が、b を有限次元のパラメター、fを
未知の関数の推定量でそれ自体が bに依存す
ることを許す、z(i)を i 番目のデータとして 
       ∑m(z(i),b,f) 
と表せて、（ここで和は iについて取られる）
その目的関数の最小値として定義されるタ
イプのものを一般的に考え、その漸近理論を
導出する。ここで m 自体の微分可能性は仮定
せず、その期待値が Frechet2 回連続微分可
能であることを仮定する。 
（３）モデルとして y=g(x,u)を考える。ここ
でxとuは独立でuは確率空間上の点である。
y は下からと上から制限されていて、ある範
囲の区間にある場合にのみ観察可能だとす
る。このとき観察可能なら I=1, 不可能なら
I=0 として 
E(∂g(x,u)/∂x|x,I=1) 
を識別し、推定方法を考え、その漸近理論を
導出する。このパラメターは通常の誤差項が
加法的なモデルの場合スロープパラメター
になる。 
（４）プログラム評価のモデルは、yをプロ
グラムの結果,T を何らかの介入、xをコント
ロール変数、z を(u,v)とは独立な操作変数、
(u,v)を観察されない誤差項として 
y=g(T,x,u) 
T=h(z,x,v) 
と書ける。従来のモデルは T が二つの値を取
る場合、即ちあるプログラムに参加したかど
うかだけが問題となる場合、あるいは有限個
の段階を取る場合が考慮されてきたが、ここ
では Tが連続変数を取る場合を考慮する。例

として政府による為替市場介入の効果を分
析することを考える。 
（５）1872 年（明治 5年）制定された明治
期日本の「学制」によって教育関係法規の整
備、教育予算の確保や教育関連情報の整備、
教員養成や教員免許に関する法整備を経て、
1900 年（明治 33 年）に義務教育の完全普及
を目指して、導入された義務教育の無償化の
効果を、「人事興信録」8，10、12 版に収録さ
れている個人レベルの職業データ・所得デー
タを「国勢調査」データ等とマッチさせて解
析することによって明らかにする。 
４．研究成果 
（１）研究手法で説明した推定量の漸近的性
質を示し、既存の線形の場合についても効率
性が高いことが示された。また、Censored 
Tobit モデルの場合、従来とほぼ同等の条件
の下、モデルパラメターが識別されることが
わかった。プロビットモデルの場合には従来
よりも強い条件ではあるが、現実的な識別の
為の十分条件が見つかった。一つのデータセ
ットに必要な変数が全ては揃っていない場
合二つのデータセットを用いてモデルを推
定する一般的方法を確立し、その手法の性質
を示した。 
 この研究成果は世界的にも注目され初期
の段階のものが Handbook of Econometrics 
Volume 6B の Chapter75 に引用されている。
現在はまだ理論家の間でのインパクトに留
まっているが、今後はこの手法を用いて、ど
のような分析が可能となるかを具体的に示
すことにより、実証分析を実際に行っている
人々を含むより広範なインパクトが得られ
ると考えている。 
（２）研究手法で説明した推定量の漸近的性
質を示した。従来分析が困難だと考えられて
いた分位制約の下での Single Index Model
のパラメター推定量の漸近理論も特別ケー
スとしてカバーすることを示し、さらにそれ
らの推定量がモデルが Misspecify されてい
る状況下でどのような漸近分布をもつかを
示 し た 。 こ れ ら の 成 果 は Journal of 
Econometrics に採択された。またこの研究成
果 は 世 界 的 に も 注 目さ れ Handbook of 
Econometrics Volume 6B の Chapter 74, 76
に引用されている。 
 この結果は最近非常に進展の著しい構造
推定に応用できるが、その含意は十分には認
識されていないので、そういう応用ができる
ことを示すことにより、さらにインパクトが
増すと考えている。 
（３）研究手法で説明した推定量の漸近的性
質を示した。この研究により、Censored 
Regression の 場 合 に は Selection 
correction の項を入れて推定するより、あた
かも Censoring がなかったかのように推定を
行い、その後で我々が提唱する修正を施すこ



 

 

とが適当であるということがわかった。論文
は二度目の査読中である。既に Google 
Scholar では引用回数が 30 回ある。これから
Censored Regression を扱う標準的な手法と
なると考える。 
（４）従来二値の場合、あるいは有限個の場
合にのみ取り扱われていたプログラム評価
の枠組みを連続変数の場合に拡張し、Local 
Average Treatment Effect としてそういった
場合に推定されていたパラメターが、連続変
数の場合にも解釈可能であることを示した。
まだ十分な研究成果としては実を結んでは
いないが、その重要性に鑑み本年度の科研プ
ロジェクトの中心に据え、その理論的発展、
応用両面からさらに研究を進める体制を整
えることとした。 
（５）「人事興信録」8，10、12 版に収録され
ている個人レベルの職業データ・所得データ
を電子化し、統計データとして利用可能にし
た。また義務教育無償化の導入と共に、教授、
博士、医者、弁護士などの専門職や議員、事
務官、書記官、判事、町長など行政職、商店
などの自営業に就く比率が高まっている傾
向を確認した。ただ、1900 年、一斉に無償化
が導入されたという前提で進めてきた分析
であるが、県ごとに現実の無償化のタイミン
グは異なることが判り、現在再分析を進めて
いる状況である。 
また同様のミクロ実証分析を日本で推進す
るという問題意識から、日本経済学会の講演
を依頼されたことを機会として日本の経済
学研究者を対象にミクロ計量経済学の現状
を俯瞰する内容をまとめた。 
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